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１ 背景と目的

市が保有する公共施設は、高度経済成長期の急激な人口増加や都市化に伴う行政需要の増

大に応じて集中的に建設され、これまで市民生活の基盤や地域コミュニティの拠点等として

の役割を果たしてきました。

しかし、本格的な人口減少社会の到来による市民ニーズの変化や厳しい財政状況、公共施

設の老朽化の進行と更新時期の集中、東日本大震災を契機とした防災・減災への対応等、公

共施設を取り巻く環境は大きく変化しています。

このような社会環境の変化に対応するためには、公共施設の現状と課題についての調査・

分析を行いながら、その結果を踏まえた必要な見直しを図り、効率的・効果的な運営、維持

管理（日常的な修繕を含む）、更新（大規模改修・建替え）を実施することが必要です。

市では、平成２７（２０１５）年３月に「日向市公共施設マネジメント基本方針」を策定

し、公共施設を資産として捉えるとともに、経営的な視点を持ちながら、総合的かつ計画的

な管理に取り組んでいく「公共施設マネジメント」を推進することで、公共施設の安全・安

心の確保と質的・量的な最適化を図り、持続可能な行政サービスの提供や財政の健全化の実

現を目指しています。

また、国においても、人口減少や公共施設の老朽化等への対策を大きな課題とした上で、

全国の地方公共団体に対し、その保有する全ての公共施設の総合的かつ計画的な管理を推進

するため、平成２８（２０１６）年度までに「公共施設等総合管理計画」を策定するよう要

請されました。

この「日向市公共施設等総合管理計画」（以下「本計画」という。）は、「日向市公共施設マ

ネジメント基本方針」や国の要請を踏まえながら、市の公共施設マネジメントに関する今後

の基本的な考え方について改めて取りまとめ、効率的・効果的なマネジメントの推進を図る

ことを目的に策定するものです。

第１章 計画の目的等

＊「公共施設マネジメント」

自治体の保有する公共施設の現状や課題を整理し、総合的かつ計画的に適正な運営、維持管理、更新等を目指

す取組については、各自治体において「ファシリティマネジメント」「アセットマネジメント」「ストックマネジ

メント」等の様々な用語が使用されています。

しかし、それぞれの用語の統一的な解釈や定義は微妙に異なっているため、市では、これらの用語を包括する

ものを「公共施設マネジメント」として位置付け、各種取組を推進していきます。
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２ 計画の位置付け

市の様々な施策の最上位計画である総合計画（「新しい日向市総合計画・後期基本計画」）

では“健全で持続可能な行財政経営”を掲げており、行財政改革の推進を実現するための計

画として行政改革大綱や財政改革プランがあります。

また、令和２（２０２０）年３月に改訂した「日向市総合戦略」では、国の「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」の基本的な考え方等に基づき、“元気で活力ある日向市”の実現に向

けた施策の一つとして、公共施設マネジメントの推進を位置付けています。

本計画は、これらの計画との連携・調整を図りつつ、平成２７（２０１５）年３月に策定

した「日向市公共施設マネジメント基本方針」を改訂し、市の公共施設マネジメントの基本

的な考え方を改めて示すものとして位置付けます。

なお、本計画に基づく個別の公共施設に関する具体的なあり方や取組等については、令和

２年度までに施設分類ごとの「個別施設計画」において取りまとめています。

■ 図１ 本計画の位置付けのイメージ

　個別施設計画（公営住宅施設）

　個別施設計画（道路・橋りょう）

　個別施設計画（上下水道）

　総　合　計　画

行政改革大綱・財政改革プラン

元気な“日向市”未来創造戦略　＜日向市総合戦略＞

日向市公共施設等総合管理計画
（日向市公共施設マネジメント基本方針改訂）

　個別施設計画（学校施設）

・
・
・
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３ 対象施設

市が保有する財産のうち、建物、土地、道路、橋りょう等の不動産は公有財産として管理

しています。

また、公有財産は、行政財産と普通財産に区分し、更に行政財産は市が直接使用する庁舎

等の公用財産と市民が共同で使用する公営住宅や学校、道路、橋りょう等の公共用財産に区

分されます（地方自治法第２３８条）。

公共施設マネジメントにおいては、行政財産や普通財産、公用財産や公共用財産の区分に

関わらず、公営住宅、学校等の建物（以下「建物系施設」という。）と道路、橋りょう、公営

企業会計で管理する上下水道等のインフラ施設（以下「インフラ系施設」という。）を中心に

取組を進め、また、これらに付随する工作物や用地、その他市有地等もあわせて検討してい

きます。

■ 図２ 財産の種類と分類

※ が公共施設マネジメントの対象（土地を含む）

例）貸付建物、用途廃止建物　等

基金

物品 その他権利等 公共用財産

例）公営住宅、学校施設、
　　道路、橋りょう、公園　等

債権 普通財産

例）庁舎、消防施設　等

市の財産 公有財産 不動産 行政財産 公用財産

＊ 上下水道等の公営企業会計施設の取り扱い

独立採算が求められる公営 企業会計施設については、既に各会計において現状把握のための調査や長寿命化

に向けた計画の策定等の取組が行われていますが、今後の維持管理や更新等に要する費用の一部は、一般会計か

らの負担も見込まれることから、公共施設マネジメントの取組の中でも考慮していきます。
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４ 公共施設の保有状況

市が保有する公共施設のうち、建物系施設（上下水道等の公営企業会計施設に係る建物を

含む）とインフラ系施設の保有状況は下表のとおりです。

建物系施設は３５２施設があり、総延床面積は約３０万㎡で、内訳では小中学校、公民館

等の学校施設や教育施設、公営住宅が全体の約７５％を占めています。

■ 表１ 公共施設（建物系施設）の保有状況（平成２６（２０１４）年度末現在）

■ 表２ 公共施設（インフラ系施設）の保有状況（平成２６（２０１４）年度末現在）

施設分類 主な施設 施設数 延床面積（㎡） 構成率（％）

庁舎 日向市役所、東郷総合支所等 4 12,570.65 4.1

消防施設 消防署、分遣署、消防団機庫等 53 5,686.58 1.8

その他公用施設 倉庫 2 56.55 0.0

福祉施設 ひまわり寮、鈴峰園、市立保育所等 29 13,566.06 4.4

保健衛生施設
健康管理センター、東郷町保健福祉総合センター、初期
救急診療所

3 2,288.69 0.7

環境衛生施設
財光寺汚泥処理場、一般廃棄物最終処分場汚水処理施設
等

5 2,337.00 0.8

農林水産業施設
畜産資源リサイクルセンター、農産加工施設、農村公園
トイレ等

18 3,861.79 1.3

商工観光施設
牧水公園（コテージ等）、日向サンパーク温泉、ビーチ
ハウス、観光施設トイレ、ＩＴセンター等

24 9,029.20 2.9

学校施設
市立幼稚園、小学校、中学校、教職員住宅、学校給食セ
ンター

56 105,844.12 34.4

教育施設
文化交流センター、図書館、お倉ヶ浜総合公園、大王谷
運動公園、体育センター、武道館、中央公民館等

35 30,611.51 10.0

都市計画施設 都市公園トイレ等 57 634.64 0.2

公営住宅施設 市営住宅 26 91,941.21 29.9

公営事業施設
権現原浄水場、浄化センター、農業集落排水処理施設、
東郷病院等

16 17,252.43 5.6

その他公共用財産 まちづくり事務所、仮設住宅等 15 3,866.14 1.3

その他普通財産 放送大学宮崎学習センター等 9 7,994.68 2.6

352 307,541.25 100.0合　計

（資料：公有財産システムより※都市公園、観光施設等はトイレ等の建物に係るものを計上。）

実延長 586,858 ｍ

面積 3,704,772 ㎡

実延長 10,534 ｍ

面積 40,274 ㎡

実延長 5,237 ｍ

面積 34,919 ㎡

管延長 462,644 ｍ

管延長 263,096 ｍ

上水道（簡易水道含む）

下水道（公共下水道・農業集落排水）

（資料：普通交付税算定資料、道路施設現況管理調書、水道統計調査及び地方財政状況調査より）

項目 数量

道路

一般道路

自転車歩行者道

橋りょう
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１ 人口減少社会の到来

市の人口は、年々減少しており、人口構造でも、年少人口（１５歳未満）と生産年齢人口

（１５歳以上～６５歳未満）が減少し、高齢者人口（６５歳以上）が増加する少子高齢化が

進んでいる状況となっています。

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が平成３０（２０１８）年３月に公表した「日

本の地域別将来推計人口」によると、市の人口は、令和２７（２０４５）年に４５，４９８

人（平成２７（２０１５）年比：約２６％の減）、令和４７（２０６５）年には３４，０２８

人（平成２７（２０１５）年比：約４５％の減）となる見込みであり、高齢者人口の割合が

増加傾向にあるのに対し、生産年齢人口は減り続けることが予測されています。

なお、令和２（２０２１）年３月に改訂した「日向市人口ビジョン」では、合計特殊出生

率や人口移動について一定の条件を満たすことを条件に、令和４２（２０６０）年の市の人

口を３６，８１４人と推計しており、「元気で活力ある日向市の創生」に向けた社会減の抑

制や若者の雇用環境の充実等の取組を推進することで、４８，０００人超の人口（２０４５

年数値目標）とすることを目標としています。

少子高齢化による人口構造の変化に伴い、既存の公共施設に求められる機能や市民ニーズ

の変化への対応、更には生産年齢人口の減少に伴う税収の推移等を考慮した公共施設の運営、

維持管理、更新を検討していくことが必要です。

■ グラフ１ 人口の推移と将来推計

（資料：日向市人口ビジョンより）

第２章 公共施設を取り巻く現状と課題
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■ グラフ２ 人口構成の将来推計（市の独自推計）

（資料：日向市人口ビジョンより）
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２ 厳しい財政事情

市の直近１０か年度の普通会計歳入決算を見ると、市税は平成２４（２０１２）年度以降

増加傾向の状況ですが、歳入決算総額に占める市税をはじめとした自主財源の割合（自主財

源比率）は減少傾向にあります。

また、平成２８（２０１６）年度からは、市町村合併後の地方交付税の交付に関する特例

期間が終了することもあり、今後の少子高齢化の進行や生産年齢人口の減少等を踏まえると

歳入の大幅増は見込めず、厳しい財政運営を迫られることは必至の情勢です。

■ グラフ３ 普通会計歳入決算の状況

（資料：各年度地方財政状況調査より）
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一方、普通会計歳出決算については、直近１０か年度では約２８０億円から３９０億円で

推移しており、平成２４（２０１２）年度と令和３（２０２１）年度を比較すると、扶助費

（福祉や子育て等の経費）が約３２億円増加しています。

また、普通建設事業費（建物や道路の整備工事費等）は、年々減少傾向にあります。

なお、令和２（２０２０）年度のその他の大幅な増加は、新型コロナウイルス対策事業に

よるものです。

扶助費は、今後も増加が見込まれることから、更なる経常経費や既存事業の見直しと、普

通建設事業費の抑制が求められることになります。

■ グラフ４ 普通会計歳出決算の状況

（資料：各年度地方財政状況調査より）
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３ 老朽化の進行と更新時期の集中

公共施設のうち、建物系施設の建築年度別の整備状況を見ると、昭和５５（１９８０）年

度をピークに、昭和４５年度から平成のはじめ（１９７０年度から１９９０年度代）にかけ

て整備されたものが多くなっています。

令和２（２０２０）年時点で平均築年数は３２．１年ですが、建物系施設の標準的な耐用

年数を６０年に設定すると、令和６（２０２４）年度末で耐用年数を経過するものの割合は、

約３％となっていますが、概ね２０年後の令和２６（２０４４）年度末では約５１％となる

見込みであり、今後急激に老朽化が進行し、更新のための多額の費用負担が、同一の時期に

集中して発生することが懸念されます。

■ グラフ６ 公共施設（建物系施設）建築年度別の整備状況

（資料：公有財産システムより※1955 年度は1954 年度以前を含む。）

■ グラフ７ 耐用年数を経過する公共施設（建物系施設）の割合
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４ 更新費用の推計

市が保有する建物系施設の全てを更新することを前提に、今後５０年間（Ｈ２７時点）の

更新費用を推計すると１，５２９億円、１年あたり約３１億円が必要となる見込みとなりま

した。

また、別途試算したインフラ系施設の道路・橋りょうの今後４０年間（Ｈ２７時点）の更

新費用は５７２億円となり、この１年あたりの更新費用約１４億円を加えると、合計で１年

あたり約４５億円が必要となる見込みです。

■ グラフ８ 公共施設（建物系施設）の更新費用の推計

（資料：平成26（2014） 年度末の保有状況をもとに公共施設マネジメント支援システムより推計）

■ 表３ 公共施設（インフラ系施設）の更新費用の推計

（資料：平成26（2014） 年度末の数量をもとに総務省が推奨する試算条件により推計）
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学校施設・教育施設 公営住宅施設 その他の施設 1年当たり所要額

1年当たり所要額：約31億円

今後50年間の更新費用総額：1,529億円
［億円］
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１年あたり
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実延長 586,858 ｍ
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小　計
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下水道
（公共下水道・農業集落排水）

11.7億円
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過去５か年度の公共施設（建物系施設及びインフラ系施設のうち道路・橋りょう）の更新の

ための支出状況を見てみると、国の緊急経済対策や学校給食センターの整備等による事業費の

大幅な増加があるものの、県営事業負担金や区画整理事業、用地取得費等の事業費（新規整備

等工事費・その他の工事費等）を除いた既存の公共施設の更新のために要した事業費（既存更

新等工事費）の１年あたりの支出額の平均は約１２億円であり、今後の更新に必要な１年あた

りの所要見込額約４５億円の４分の１程度となっています。

老朽化が進む公共施設の利用者の安全・安心を確保するためには、引き続き一定の事業費

が必要であり、更に南海トラフ巨大地震等の防災・減災への対応のための事業費も見込まれ

ることから、同じ機能を持つ公共施設の集約や異なる機能を持つ公共施設の複合化、市民ニ

ーズの薄れた公共施設の転用や廃止の検討等、総量の最適化は避けては通れない課題です。

■ グラフ９ 普通建設事業費（投資的経費から災害復旧事業費を除く）の推移

（資料：各年度地方財政状況調査及び更新費用の推計より）
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５ 市民アンケート調査結果

公共施設マネジメントの推進にあたっては、市民の公共施設に関する意見や日常の利用状

況を把握することが重要であり、本計画の策定を含む今後の取組を進める上での貴重な基礎

資料になるとの考えから、平成２７（２０１５）年７月に「日向市のこれからの公共施設の

あり方について」のアンケート調査を実施しました。

（１）アンケートの概要

（２）主な調査結果

① 公共施設の利用状況について

市が保有する施設の過去１年間の利用状況を尋ねたところ、道の駅や日向サンパーク

施設、公民館、文化交流センター、お倉ヶ浜総合公園、大王谷運動公園、図書館等の利

用が多くなっていますが、その他の施設については、特定の利用者による利用がなされ

ている可能性はあるものの、広く利用されている状況ではない結果となっています。

■ グラフ１０ 市民アンケート結果（利用頻度）

（資料：「日向市のこれからの公共施設のあり方について アンケート調査結果報告書」より）
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庁舎［東郷総合支所、細島支所、岩脇支所、美々津支所］

福祉施設①［大王谷児童館、日知屋児童ｾﾝﾀｰ］

福祉施設②［障がい者ｾﾝﾀｰ、平岩ふれあい館、老人福祉ｾﾝﾀｰ］

福祉施設③［ひまわり卓球場、四半的道場、屋根付運動広場］

保健衛生施設［健康管理ｾﾝﾀｰ、やすらぎ館、初期救急診療所］

農林水産業施設［農村交流館、農産加工施設、味工房］

商工観光施設①［ﾋﾞｰﾁﾊｳｽ（伊勢ヶ浜、お倉ヶ浜、金ヶ浜］

商工観光施設②［道の駅（ひゅうが・とうごう）、まちの駅、海の駅］

商工観光施設③［日向ｻﾝﾊﾟｰｸ（温泉、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ｵｰﾄｷｬﾝﾌﾟ場］

商工観光施設④［東郷町物産ｾﾝﾀｰ詩季彩、牧水公園］

教育施設①［中央公民館、各地区公民館］

教育施設②［文化交流ｾﾝﾀｰ、東郷地区文化ｾﾝﾀｰ］

教育施設③［歴史民俗資料館、細島みなと資料館］

教育施設④［美々津まちなみｾﾝﾀｰ、美々津軒、旧備前屋］

教育施設⑤［牧水生家、若山牧水記念文学館］

教育施設⑥［お倉ヶ浜・大王谷公園、美々津広場、東郷ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ］

教育施設⑦［体育ｾﾝﾀｰ、武道館、東郷体育館、越表体育館］

教育施設⑧［図書館］

過去1年間で1回以上利用した 全く利用しなかった 未回答 ［N=625・%］

実 施 期 間 平成２７（２０１５）年７月２１日（火）～８月２７日（木）

対 象 者 市内在住の１８歳以上の男女２，０００人（無作為抽出）

調 査 方 法 郵送による配付・回収

回 答 数 ６２５人（回答率３１．３９％）
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② 今後優先的に充実したらよいと思う施設について

図書館の充実を求めるものが最も多く、その他道の駅や日向サンパーク施設等の商工

観光施設、お倉ヶ浜総合公園、大王谷運動公園、文化交流センター、体育センター、武

道館、公民館等の教育施設や健康管理センター等の保健衛生施設の充実を求めるものが

多くなっています。

■ グラフ１１ 市民アンケート結果（充実を望む施設）

（資料：「日向市のこれからの公共施設のあり方について アンケート調査結果報告書」より）
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教育施設⑧［図書館］

商工観光施設②［道の駅（ひゅうが・とうごう）、まちの駅、海の駅］

教育施設⑥［お倉ヶ浜・大王谷公園、美々津広場、東郷ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ］

商工観光施設③［日向ｻﾝﾊﾟｰｸ（温泉、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ｵｰﾄｷｬﾝﾌﾟ場］

保健衛生施設［健康管理ｾﾝﾀｰ、やすらぎ館、初期救急診療所］

教育施設②［文化交流ｾﾝﾀｰ、東郷地区文化ｾﾝﾀｰ］

教育施設⑦［体育ｾﾝﾀｰ、武道館、東郷体育館、越表体育館］

教育施設①［中央公民館、各地区公民館］

商工観光施設①［ﾋﾞｰﾁﾊｳｽ（伊勢ヶ浜、お倉ヶ浜、金ヶ浜］

福祉施設②［障がい者ｾﾝﾀｰ、平岩ふれあい館、老人福祉ｾﾝﾀｰ］

商工観光施設④［東郷町物産ｾﾝﾀｰ詩季彩、牧水公園］

福祉施設①［大王谷児童館、日知屋児童ｾﾝﾀｰ］

庁舎［東郷総合支所、細島支所、岩脇支所、美々津支所］

教育施設③［歴史民俗資料館、細島みなと資料館］

教育施設④［美々津まちなみｾﾝﾀｰ、美々津軒、旧備前屋］

福祉施設③［ひまわり卓球場、四半的道場、屋根付運動広場］

教育施設⑤［牧水生家、若山牧水記念文学館］

農林水産業施設［農村交流館、農産加工施設、味工房］

［N=1,150・人］
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③ 今後の公共施設のあり方について

市が保有する公共施設をこれからも維持・更新していくためには多額の費用が必要と

なること、また、人口減少等により財源（税収）の減少や市民ニーズの変化が予想され

ること等を踏まえ、今後の公共施設のあり方について尋ねたところ、「公共施設の必要

性を見直し、人口、税収、市民ニーズ等に見合った数（量）までに減らすべきである」

との回答が約７０％と最も多くなっており、次いで「今あるすべての公共施設は必要な

ため、現状維持すべきである」との回答が約２０％となっています。

■ グラフ１２ 市民アンケート結果（今後の公共施設のあり方）

（資料：「日向市のこれからの公共施設のあり方について アンケート調査結果報告書」より）
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１ 計画期間

本計画の計画期間は、将来の人口や更新費用の推計等をもとに中長期的な視点による検討

が必要であること、また、総務省の策定要請においても「１０年以上の計画」が求められて

いることを踏まえ、平成２８（２０１６）年度から令和２７（２０４５）年度までの３０年

間とし、総合計画との整合性を図りつつ、今後の上位・関連計画や社会情勢の変化等にあわ

せて、適宜見直しを行っていくこととします。

２ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策

全庁的な取組体制としては、平成２７（２０１５）年１１月に設置した各部局の代表者等

で構成する「日向市公共施設マネジメント推進会議」において、必要に応じて担当者等で構

成するワーキンググループでの調査・検討を加えながら、各部局の枠を超えた総合的な取組

の推進及び情報の共有を図ります。

また、公共施設に関する情報は、平成２６（２０１４）年度に導入した公共施設マネジメ

ント支援システムを活用し、資産経営課にて一元的に管理するとともに、定期的な施設担当

課へのアンケートやヒアリングの実施により情報を更新していきます。

■ 図３ 全庁的な取組体制のイメージ

第３章 公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

ａ課 ｂ課 ｃ課 ｄ課 ｅ課

日向市公共施設マネジメント推進会議

Ａ部 Ｂ部 Ｃ部
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３ 現状や課題に関する基本認識

老朽化が進む公共施設の利用者の安全・安心を確保するためには、点検・診断の実施や適

切な維持管理等に一定の事業費を確保していくことが必要です。

また、人口減少や少子高齢化の進行により、公共施設に求められる規模や機能に対する市

民ニーズの変化が見込まれるとともに、社会保障関係経費の増加や生産年齢人口の減少に伴

い、これまで以上に厳しい財政状況が予想されますが、今後の公共施設の更新費用の推計結

果を見ると、現在保有する全ての公共施設をそのまま更新していくことは不可能な状況です。

これらの状況に対応していくためには、事後保全から予防保全への転換による公共施設の

長寿命化を推進し、財政負担の軽減と平準化を図るとともに、既存の公共施設の有効活用や

新規整備の抑制、統合（集約、複合化、転用）・廃止等による総量の最適化に取り組むことが

必要です。

更に、維持管理方法の見直しや指定管理者制度をはじめとする民間活力の導入によるライ

フサイクルコストの縮減とあわせ、既存事業の見直し、使用料の適正化による財源の確保等

を推進していくことも求められます。

４ 基本理念と基本目標（公共施設マネジメント三原則）

現状や課題に関する基本認識とともに、市民アンケート（平成２７（２０１５）年実施）

の結果では、「公共施設の必要性を見直し、人口、税収、市民ニーズ等に見合った数（量）ま

でに減らすべきである」との回答が多数を占めていることから、公共施設の利用者、地域住

民との十分な対話により、安全・安心で、将来の人口や財政規模に応じた公共施設の実現に

向けた取組を推進することが可能であると考えます。

しかし、公共施設マネジメントの推進は「減らす」ことのみを目的とするものではありま

せん。

社会情勢や市民ニーズの変化に対応した真に必要な公共施設におけるサービスを見極め

ながら、必要性が低いと判断された公共施設の転用や廃止を検討していくとともに、従来の

公共施設の「１施設１機能」の考え方から脱却した集約、複合化等の取組による総量の最適

化と多機能化によるサービスの最大限の維持を図ることで、より魅力的な公共施設の実現、

更には将来世代に負担を残さない公共施設の創造につながるものと考えます。

以上を踏まえ、今後の公共施設マネジメントの推進を図るため、次のとおり基本理念と基

本目標（公共施設マネジメント三原則）を定めます。
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■ 図４ 基本理念・基本目標等の体系図

基本理念

（１）点検・診断・安全確保・耐震化等の実施方針

（２）維持管理・修繕・長寿命化・更新等の実施方針

（３）統合・廃止等の推進方針

（４）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

➣　公共施設の長寿命化を図り、維持管理方法の見直しや公民連携
　によるライフサイクルコストの縮減に努めます。

■ 　ライフサイクルコストの縮減

公共施設の管理に関する基本的な考え方

　基本目標（公共施設マネジメント三原則）

■ 　安全・安心の確保

■ 　総量の最適化

➣　定期的な点検・診断を行い、適切な維持管理と耐震化に取り組
　みます。

➣　社会情勢や市民ニーズを見極めながら、公共施設の新規整備の
　抑制、有効活用、統合（集約、複合化、転用）、廃止を推進しま
　す。

将来世代に負担を残さない

最適な公共施設の保有とサービスの提供

数値目標
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５ 数値目標の設定（平成２８（２０１６）年設定）

本計画の実効性を確保するため、総量の最適化の視点から、人口の推移や更新費用の推計

等に基づき、建物系施設の保有量に関する数値目標を設定します。

なお、建物系施設のうち、都市公園のトイレ等の都市計画施設及び上下水道等の公営事業

施設の建物、また、道路・橋りょう等のインフラ系施設については、既に整備済みのものを

削減することは現実的でないため、数値目標の対象とはしないこととし、長寿命化を含めた

ライフサイクルコストの縮減等を図ります。

（１）数値目標設定に向けた条件

① 人口の推移

平成２２（２０１０）年の総人口は約６３，０００人で、そのうち生産年齢人口は約

３８，０００人ですが、概ね３０年後の令和２２（２０４０）年には、総人口が約５３，

０００人（約１６％の減）、そのうち生産年齢人口が約２６，０００人（約３０％の減）

となる見込みです。

■ 表４ 将来人口の推計

（資料：「日向市人口ビジョン」より）

② 更新費用の推計

現在保有する建物系施設をそのまま保有していくことを前提に行った更新費用の推

計結果では、今後１年あたり約３１億円が必要となる見込みですが、このうち、上下水

道等の公営事業施設の建物を除く建物系施設（＝普通会計ベースの建物系施設）の更新

費用は１年あたり約２９億円となり、道路・橋りょうのインフラ系施設を含めると１年

あたり約４３億円が必要となる見込みです。

■ 表５ 更新費用の推計（普通会計ベース）

（資料：「第２章４公共施設の更新費用の推計」より）

保有量 1年あたりの更新費用推計（億円）
290,288 28.9

道路 597 11.7
橋りょう 5 2.6

43.2合　計

　インフラ系施設
　　　（㎞）

　建物系施設（㎡）



日向市公共施設等総合管理計画（令和４年度改訂版）

19

③ 普通建設事業費の内訳

現在保有する公共施設に係る普通会計における更新費用（既存更新等工事費）の過去

５か年の１年あたりの平均は、約１２億円となります。

■ 表６ 更新費用の実績（普通会計ベース）

（資料：「第２章４公共施設の更新費用の推計」より）

（２）数値目標設定に向けた試算

① 長寿命化の取組

事後保全から予防保全への転換等の長寿命化の取組により、耐用年数を２０％延長す

ることを踏まえた試算では、普通会計における今後の１年あたりの更新費用の推計額が

約８億円減少し、約３５億円となります。

■ 表７ 長寿命化後の更新費用の推計（普通会計ベース）

（資料：「第２章４公共施設の更新費用の推計」より）

② 総量の最適化（建物系施設）の取組

上記①の長寿命化の取組に加え、統合・廃止の取組による総量の最適化を行うことを

踏まえた試算では、それぞれの削減率に応じて、今後の１年あたりの更新費用の推計額

が次のとおりとなります。

■ 表８ 長寿命化＋総量の最適化後の更新費用の推計（普通会計ベース）

（資料：「第２章４公共施設の更新費用の推計」より）

H22 H23 H24 H25 H26

（2010） （2011） （2012） （2013） （2014）

普通建設事業費（億円） 45 36 36 58 69 49

新規整備等工事費 19 18 16 32 16 20

既存更新等工事費 16 9 5 11 19 12

その他 10 9 15 15 34 17

県営事業負担金等 2 3 10 5 4 5

他団体への補助 4 2 4 6 22 8

用地取得費 4 4 1 4 8 4

5か年
平均

保有量 1年あたりの更新費用推計（億円）
290,288 23.6

道路 597 9.8
橋りょう 5 2.2

35.6

　建物系施設（㎡）

　インフラ系施設
　　　（㎞）

合　計

保有量 1年あたりの更新費用推計（億円）
10％削減 261,259 21.2
30％削減 203,202 16.5
50％削減 145,144 11.8

道路 597 9.8
橋りょう 5 2.2
10％削減 - 33.2
30％削減 - 28.5
50％削減 - 23.8

　インフラ系施設
　　　（㎞）

　建物系施設（㎡）

合　計
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（３）数値目標

数値目標の設定に向けた条件と試算の結果から、普通会計における公共施設の長寿命化

や建物系施設の総量の最適化により、今後１年あたりの更新費用は、建物系施設の削減率

に応じて、約３３億円から約２３億円に縮減することが可能ですが、過去５か年の更新費

用（既存更新等工事費）の支出額約１２億円と比較すると、依然として大きな乖離が生じ

ています。

しかし、過去５か年（平成２２～平成２６年度）の普通会計における普通建設事業費全

体の支出額の平均は約４９億円となっていることから、普通建設事業費の中での更新費用

（既存更新等工事費）への重点化の余地があるものと考えられます。

■ 図５ 更新費用の削減と重点化のイメージ

また、本計画期間である概ね３０年後（令和２７年度）の総人口は約５３，０００人（Ｈ

２８時点）であり、前財政改革プランに掲げた普通建設事業費の市民１人あたり６万円を

ベースに考えると、普通建設事業費全体として約３２億円が適正な水準になるものと見込

まれますが、この範囲の中で、南海トラフ巨大地震等へ対応するための防災・減災事業や

今後の社会情勢の変化に伴う市民ニーズへ対応するための既存施設の更新事業以外の事

業費も考慮していく必要があります。

以上を勘案し、本計画期間の数値目標を次のとおり定めます。

今
後
の
更
新
費
用
（

見
込
み
）

現　状 ①長寿命化 ②総量の最適化

乖離額

既存更新等
工事費

既存更新等
工事費

既存更新等
工事費

既存更新等
工事費

③既存更新等事業
への重点化

③

①

②

普通会計における建物系施設（総延床面積）の３０％削減
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６ 公共施設の管理に関する基本的な考え方

（１）点検・診断・安全確保・耐震化等の実施方針

公共施設の安全・安心の確保や効率的・効果的なマネジメントの方向性、優先順位の検

討にあたっては、公共施設の点検・診断等を行うことが重要です。

施設管理者による日常点検や法令等に基づく定期点検を行うとともに、その結果の一元

管理を行い、情報の蓄積を図ります。

なお、点検・診断等により危険性が認められた場合には、その後の施設のあり方等の検

討にあわせ、必要な修繕、更新等を行います。

また、日常的な安全・安心の確保及び南海トラフ巨大地震等による被災時における機能

不全等のリスクを回避するため、旧耐震基準で整備された公共施設の耐震化を推進します。

（２）維持管理・修繕・長寿命化・更新等の実施方針

公共施設の維持管理をはじめ、修繕・更新等にあたっては、多額の費用が必要であり、

修繕・更新等の時期が重複することで、年度ごとに必要な事業費のばらつきが生じること

も予想されることから、点検・診断等の結果のほか、施設カルテの情報等に基づく優先順

位を定め、工事内容の調整を行う等の予算の平準化を図ります。

また、従来の損傷が明らかになってから修繕等を行う事後保全型の維持管理から、修繕

等を計画的に行う予防保全型の維持管理へ移行し、長寿命化によるライフサイクルコスト

の縮減と既存事業の見直しや使用料の適正化等による財源の確保の取組を推進します。

なお、更新等にあたっては、従来の整備や運営方法から、より効率的・効果的なサービ

スの提供とコスト縮減が可能となる手法の一つとして、ＰＰＰ・ＰＦＩ といった公民連

携の導入を検討します。

更に、近隣市町や国・県との連携による公共施設の整備や相互利用についても協議・検

討します。

＊ ＰＰＰ・ＰＦＩ

ＰＰＰは、Public Private Partnerships の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概

念で、民間資本や民間のノウハウを利用し、維持管理等の効率化や公共サービスの向上を目指すものです。Ｐ

ＰＰの中には、ＰＦＩ（Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資

金、経営能力及び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法）、指定管理者制

度等も含まれます。
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（３）ユニバーサルデザイン化の推進

施設の更新、修繕等において、国の「ユニバーサルデザイン2020行動計画」における

ユニバーサルデザインの街づくりの考え方を踏まえ、障がいの有無、年齢、性別、人種等

にかかわらず誰もが利用しやすい施設となるようユニバーサルデザイン化を推進します。

（４）施設の温室効果ガス排出量の削減対策の推進

本市は、脱炭素社会実現のため、２０５０年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すゼロ

カーボンを宣言しました。

今後は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく温室効果ガス排出量の削減や、エ

ネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく省エネルギーに取り組む必要があり、国

の「地域脱炭素ロードマップ」や「国土交通グリーンチャレンジ」等による「2050年ゼロ

カーボン社会づくり」に向けた取組を踏まえ、施設の更新、修繕等にあたっては、省エネ

化のほか、太陽光発電設備等の導入による温室効果ガス排出量の削減対策を推進します。

＊ 施設カルテ

施設担当課を対象とした実態調査アンケート及び施設現地調査等の結果に基づき、各施設の基本情報、収支、老朽化の

状況等を「施設カルテ」としてとりまとめて“見える化”を図り、今後のマネジメントの推進（運営・

維持管理の見直し、具体的なあり方の検討等）に活用していきます。

なお、評価指標の分類は、統合・廃止等の方向性を定めたものではなく、ＡからＤの全ての分類について今後のマネジ

メントの対象としていきます。

＜評価指標の分類＞

 【品質、供給・財務の評価値が低いもの】 【供給・財務の評価値が低いもの】

　品質（ハード）の面で改善等の余地の可能性が
大きいもの。

　品質（ハード）、供給・財務（ソフト）の両面
で改善等の余地の可能性が小さいもの。品

質
（

ハ
ー

ド
）

：
低

品
質
（

ハ
ー

ド

)

：
高

【品質の評価値が低いもの】 【品質、供給・財務の評価値が高いもの】

　品質（ハード）、供給・財務（ソフト）の両面
で改善等の余地の可能性が大きいもの。

　供給・財務（ソフト）の面で改善等の余地の可
能性が大きいもの。

供給・財務（ソフト）：低

供給・財務（ソフト）：高

B A

CD
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（５）統合・廃止等の推進方針

建物系施設については、将来の人口の動向や少子高齢化等の社会情勢の変化を踏まえ、

それぞれの機能（サービス）に着目し、その必要性を検討します。

機能が不要と判断された施設については、転用による他の機能での有効活用を検討し、

活用方策が無い場合には施設を廃止し、処分について検討します。

一方、機能が必要と判断された施設についても、更新等の際には、周辺施設や同種施設

の配置状況等を踏まえ集約、複合化を検討します。

また、いずれの場合においても、各施設利用者等との意見交換や説明会等を実施します。

なお、道路、橋りょう、水道、下水道等のインフラ系施設は、社会生活を支える基盤施

設のため、原則として統合や廃止は行わないこととします。

■ 図６ 統合（集約、複合化、転用）のイメージ

廃止

（延床面積150）

廃止

（延床面積150）

転用

集約後施設

（延床面積100）（延床面積100） （延床面積100）
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（６）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

公共施設の総合的かつ計画的な管理にあたっては、施設担当課のみならず、全庁的な取

組体制を構築する必要があるとともに、職員一人ひとりの意識が重要であることから、定

期的な研修会を行っていきます。

また、他自治体との積極的な情報交換や情報共有を図り、その内容を全庁的に共有する

等の取組を推進していきます。

７ フォローアップについて

本計画の進捗管理については、「日向市公共施設マネジメント推進会議」で行い、進捗状

況等については、毎年度検証し、各種取組に反映させる等のＰＤＣＡサイクルの仕組みを構

築していきます。

また、本計画の見直しについては、計画期間である３０年を６期に分け５年ごとに行うこ

とを基本としますが、上位計画や関連する計画の策定や見直しが行われた場合には、必要に

応じて適宜見直し等を行います。

なお、本計画の進捗状況等は、市ホームページを活用し、情報の提供と共有に努めるとと

もに、見直しにあたっては、アンケート調査の実施や検討組織の設置等により、広く市民の

意見を聴取する機会を設定していきます。

■ 図７ ＰＤＣＡサイクルのイメージ
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「第３章 公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針」に基づく取組に加え、

施設類型（施設分類）ごとの管理に関する基本的な方針を次のとおり定めます。

１ 建物系施設

（１）学校施設

① 学校は、将来を担う子どもたちの大切な居場所の一つであり、災害発生時の避難場所

としての機能も有することから、定期的な点検等に基づく適切な維持管理や修繕、耐震

化による安全・安心の確保に努めるとともに、社会情勢や市民ニーズの変化に対応した

バリアフリー化や設備の改善・充実を図ります。

② 保有量の最適化を推進するため、将来の児童生徒数の予測を踏まえ、学校教育方針や

財政状況、近隣施設の老朽化の状況、地域住民のニーズ等を考慮した上で、必要に応じ

て統合・廃止を検討します。

なお、統合・廃止の検討にあたっては、学校が地域コミュニティの核となる施設であ

ることを勘案し、地域住民との十分な対話を行う等、地域の実情に配慮していきます。

③ 建物の老朽化に伴い修繕等のコストが増加することが見込まれますが、維持管理方法

の見直しの検討や予防保全等の長寿命化の取組を推進し、ライフサイクルコストの縮減

を図ります。

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

◆ 小学校・中学校の建物に関する平均築年数は約３３年（Ｈ２８時点）であり、

全体的に老朽化が進行しており、必要な修繕や国の補助制度を活用した更新等を

行っています。

また、一部の建物について、旧耐震基準によるものがあり、順次、耐震化の対

応を進めています。

◆ 統合・廃止を行った後の建物について、利用がほとんどなされていないものが

あり、利活用の方法や処分の検討が必要です。

◆ 教職員住宅の建物についても、平均築年数が約３０年（Ｈ２８時点）であり、

老朽化が進行しているとともに、学校の統合・廃止に伴い、利用状況の低いもの

があります。
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（２）公営住宅施設

① 定期的な点検等に基づく適切な維持管理や修繕を行いながら、入居者の安全・安心の

確保に努めます。

② 公営住宅に対するニーズは高いものと考えますが、今後の人口の推移や財政状況とと

もに、公営住宅の地域ごとの供給（戸数）の状況や公営住宅が担う役割を見極めながら、

老朽化に伴う更新等にあわせて、統合・廃止を検討します。

③ 建物の老朽化に伴い修繕等のコストが増加することが見込まれますが、予防保全等の

長寿命化に取り組むとともに、「日向市公営住宅長寿命化計画」に基づく計画的な維持

管理、修繕、更新等を行うことにより、ライフサイクルコストの縮減を図ります。

◆ 公営住宅の建物に関する平均築年数は約２５年（Ｈ２８時点）でありますが、

老朽化が進行しており、必要な修繕や国の補助制度を活用した外壁改修等を行う

ストック総合改善事業等に取り組んでいます。

◆ 入居率は全体的に高いものの、一部の公営住宅については、立地条件や老朽化

の状況により、他と比較して低いものがあります。
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（３）その他の施設

① 定期的な点検等に基づく適切な維持管理や修繕を行いながら、利用者の安全・安心の

確保に努めます。

② 老朽化が進んでいる施設については、今後の人口の推移や財政状況、利用の実態等を

踏まえ、更新等にあわせて統合・廃止を検討します。

また、利用が極端に少ない施設についても、運営方法の見直しとともに、統合・廃止

を検討していきます。

③ 建物の老朽化に伴い修繕等のコストが増加することが見込まれますが、予防保全等の

長寿命化に取り組むとともに、施設維持管理委託の見直し等により、ライフサイクルコ

ストの縮減を図ります。

◆ 庁舎施設をはじめ、消防施設、福祉施設、保健衛生施設、環境衛生施設、農林

水産業施設、商工観光施設、教育施設（会館・図書館・体育施設・公民館）等の多

様な施設を保有しており、一部の建物については老朽化が進行している状況にあ

り、利用者の安全・安心の確保を考慮しながら、必要な修繕や更新等に取り組ん

でいます。

◆ 一部の施設について、利用がほとんどなされていないものや他の同種施設と比

較して利用が少ないものがあり、運営方法の見直しや利活用、処分の方法の検討

が必要です。

＊ 建物系施設に付随し、またはその他市が保有する工作物・土地等の取り扱い

学校施設、公営住宅施設、その他の建物系施設に付随する工作物（門、柵、塀、植栽、休憩所、ベンチ、遊歩

道、遊具等）、用地、また、その他市が保有または管理する工作物や土地についても、適切な維持管理を行うとと

もに、老朽化や利用の状況を踏まえつつ、更新や処分に取り組みます。
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２ インフラ系施設

（１）道路・橋りょう

① 日常的なパトロールや通報により把握した道路の構造物（舗装、トンネル、付帯設備

等）の損傷や不具合については、早急な修繕等を実施し、安全・安心の確保に努めます。

② 道路の構造物（舗装、トンネル、付帯設備等）ごとに、定期的な点検等を実施すると

ともに、計画的な修繕、更新等を行うため、道路アセットマネジメントに取り組みます。

③ 橋りょうについては、「日向市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、予防保全等の長寿

命化に取り組み、事業費の平準化とライフサイクルコストの縮減を図ります。

（２）公園（※公園内の建物は建物系施設、建物を除いた公園全体をインフラ系施設として位置付けます。）

① 公園の構造物（トイレ、園路、広場、植栽、休憩所、ベンチ、遊具等）ごとに、定期

的な点検を実施するとともに、適切な維持管理に取り組み、利用者の安全・安心の確保

に努めます。

② 必要に応じて「公園施設長寿命化計画」を策定し、予防保全等の長寿命化に取り組み、

事業費の平準化とライフサイクルコストの縮減を図ります。

◆ 道路（市道）については、平成２６（２０１４）年度末現在で約５８０㎞を保

有しています。

◆ 橋りょうは平成２６（２０１４）年度末現在で２０４橋を管理しており、建設

後５０年を経過したもの等が全体の約３０％を占めており、今後２０年間で約７

５％まで増加することが見込まれています。

◆ 都市公園、農村公園等について、平成２６（２０１４）年度末現在で８１箇所

（約１４０万㎡）を管理しています。

◆ 公園内のトイレ、遊具等は、順次更新等を行っていますが、一部老朽化が進ん

でいるものがあります。
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（３）水道施設（※浄水場等の建物を含めてインフラ系施設として位置付けます。）

① 管路をはじめとした水道施設の状態を健全に保つとともに、水道の安全・安心を確保

するため、定期的な点検等を実施するとともに、計画的な修繕、更新等を行うため、水

道施設アセットマネジメントを推進します。

② 今後見込まれる管路の大量更新等へ対応するため、水道料金の適正化について検討し

ます。

（４）下水道施設（※浄化センター等の建物を含めてインフラ系施設として位置付けます。）

① 下水道施設の状態を健全に保つために、定期的な点検等を実施するとともに、既存施

設の有効活用や長寿命化を図るため、下水道施設ストックマネジメントに取り組み、ラ

イフサイクルコストの縮減を図ります。

② 今後見込まれる下水道施設の更新等へ対応するため、下水道使用料の適正化について

検討します。

◆ 水道事業及び簡易水道事業を運営しており、平成２６（２０１４）年度末現在

で、権現原浄水場等の各施設と管路（約４６０㎞）を管理しており、老朽化への

対応や将来の更新等を見据えた水道施設アセットマネジメントに取り組んでいま

す。

◆ 公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、平成２６（２０１４）

年度末現在で、浄化センター等の各施設と管路（約２６０㎞）を管理しています。

◆ 公共下水道事業における浄化センターやポンプ場の各設備について、順次更新

等の長寿命化に取り組んでいます。
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